炭素年による弥生時代遡上論の問題点(再論)

― 歴博年代観より更に古い異常な炭素十四年 ―
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一　はじめに

筆者は前論文「炭素十四による弥生時代遡上論の問題点―暦年較正基準の地域差とその原因について―」1)において、大気中の炭素十四の分布は、歴史民俗博物館(歴博)が「大気における対流圏の混合は早く(二、三ケ月)、地域間の大気中の炭素十四濃度の違いは、年平均レベルでは非常に小さい」と言うほど、楽観できないと述べた。すなわち、炭素十四年を国際較正基準によって暦年に換算する際には、地域差も考慮する必要があると問題提起した。

その際に、年代が古くでる地域として例示したのは、南半球(五十七年)、箱根芦ノ湖(西暦八〇～一五〇年間、三十～四十年)、トルコ(前八〇〇～七五〇年間、六十年)、中国長白山(西暦一〇五〇～一一五〇年間、五十年)、中国戦国墓(五十～百年)、鳥海神代杉(前六一〇～五四〇年間、四十年)などである。

また歴博が、弥生早期、弥生前期の年代を遡上させる根拠とした北九州の遺跡が、全て海岸にあり、内陸に比較すると炭素十四年が大幅に高くでていることも指摘した。

それと共に、なぜ地域差が生ずるかに関連して、地球上の炭素十四の収支を次のように考察した。

炭素十四の発生源である宇宙線強度は、地磁場の影響により、高緯度圏で強く、低緯度圏では軽微である。また大気の高層で強く、地表近くでは弱い。そのため、高緯度圏と低緯度圏の間、あるいは大気高層圏と地表近くでも、炭素十四比に差が生ずる。それに対して、海洋による炭素十四の交換希釈効果は、逆に海面の多い低緯度圏で活発である。以上を綜合すると、高緯度圏上空で炭素十四を生成供給し、低緯度圏海面で炭素十四を希釈減少させていると言う地球規模の流れが成立つ。事実、成層圏(二万～三万メートル)の炭素十四比は、地表面の一・三倍近くある(炭素十四年で言えば、二千年も新しい)。

前論文ではその上で、更に大気上下方向の炭素十四分布について、理論的な考察を行い「核実験後の炭素十四濃度が地表においてピークを迎えたのが二年後である」ことに基づき、海水直上では平均的な炭素十四年に比べ約百年古い年代となることを拡散計算で示した。

しかしながら、前回の問題提起は、資料面の不足から、ややもすれば定性的な議論に留まり検討不足に終っていた面もある。

資料不足の問題は、現在でも十分に解決されたわけではないが、その後の歴博の発表資料や理化学面での新らたな資料も集まって来ている。前論文の補足の意味で、追加の議論を行っておきたい。

したがって本報は、炭素十四年の考古学的な面の他に、理化学的な面からの検討も多い。そのため『東アジアの古代文化』に投稿するのが妥当か否か迷ったが、前論文の補足なので、続報の形で纏めた。ただし、論文誌の性格から、理化学的な議論は、極力平易な類推をもって表現することにした。

　　　二　炭素十四年の地域差事例の追加

前論文を発表する段階では、炭素十四年が古い年代を示す地域として、南半球、箱根芦ノ湖、トルコ、中国長白山、中国戦国墓、鳥海神代杉の六例を示したが、その後、いくつかの事例が筆者の手元に集まってきている。

(1)  九州弥生中期後期の炭素十四年代

歴博は西本豊弘氏の編により二〇〇六年に『弥生時代の新年代』を発刊し、二〇〇五年末までに歴博が測定した炭素十四年の資料を公表した2)。その中には、九州地方の資料として、弥生早期、弥生前期ばかりでなく、弥生中期や下期の炭素年代も、土器形式を付記して多数示されている。これらの炭素十四年について、実年代と対比して作成したのが図１である。

土器形式の実年代については、歴博の発表している年代観に基づき、板付Ⅱcは前三八〇年、城の越は前三三〇年、須玖Ⅰは前二六〇年(Ⅰ古は前二九〇年、Ⅰ新は前二三〇年)、須玖Ⅱは前一二〇年(Ⅱ古は前一六〇年、Ⅱ新は前八〇年)、高三潴は一〇年、下大隈は一〇〇年をそれぞれの中心年とした。これらの年代観は藤尾慎一郎氏らの歴博論文「弥生時代中期の実年代」3)に示された図表によっている。
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したがって、図１は全て歴博の年代観と歴博の測定値に基づくものであるから、当然、国際較正曲線の上下にばらつきを持って分布するはずである。しかし、事実はそうなっていない。図１を一瞥するだけで判るように、国際較正曲線よりも新しい年代を示すものはほとんど無く、圧倒的に国際較正曲線よりも古い年代を示すのが多いのである。平均的に見れば、百年以上も古く出ており、もし横軸の年代に、旧来の年代観を用いるならば、更にその差は大きくなり、百五十年にも達するであろう。

このことは、歴博の主張に、何らかの誤りがあることを明示している。したがって、弥生中期・下期において国際較正基準と大きな差異がある以上、弥生早期・前期のデータにも同じような差異があると考えるのが当然であり、この点を考慮(補正)すれば、弥生早期・前期のデータのほとんどが、いわゆる「二四〇〇年問題」に引っかかってしまい、弥生時代の始まりを前十世紀とする歴博の見解は根底から覆ってしまう。歴博が今のところ、この点について注目している様子がないのはなぜであろうか。少なくとも、この矛盾点に関しては、歴博としての公式な見解が絶対に必要であろう。

(2) 歴博の弥生樹木の年代測定

歴博は国際較正曲線が日本の実情にあわないのではないかと言う危惧(批判)に対して、飯田市畑ノ沢の樹木と広島市黄幡１号の樹木を利用して、日本独自の標準作りを行っている。歴博は中間的ながら、その測定結果について「かねてからの主張通り、国際較正標準と誤差範囲に収まった」4)としている。しかし、歴博ホームページに掲載されたデータ5)を詳細に見ると、畑ノ沢と黄幡１号の炭素十四年の間には、図２に示すように、前六八〇年から前五七〇年の約百年間、特に、前六九〇年からの六十年間は、平均で黄幡１号の炭素十四年の方が七十年も古く出ているのである。

畑ノ沢は内陸の高地樹木、黄幡１号は瀬戸内の樹木であり、黄幡１号よりも低緯度圏にあり、暖流に囲まれた北九州の海岸では、更に大きな差異が生ずることを理論的には予測しなければならない。

なお、遺跡出土の木材について、年輪年代と炭素十四年を比較したデータが子の外にも三件ある。いずれも歴博の報告(2)によるが、二ノ畦・横枕遺跡では七十年、守山市下之郷遺跡では六十年、宇治市街遺跡では二十年ほど、炭素年が年輪年代よりも古く出ている。

(3) 室生寺杉・屋久杉年輪の炭素年代

炭素十四を利用する研究は考古学分野ばかりではない。宇宙線の強度や太陽活動の研究においても炭素十四分析は重要な課題であり、しかも問題の性質から高精度な分析を志向している。その例として、名大宇宙線研究室では、シュペーラー極小期[image: image2.wmf] 

表1 屋久杉年輪の炭素14年とINTCAL04年の差(木越邦彦)
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　　屋久杉実測の炭素14年とINTCAL04年の平均年差　38.0年

(一四一五～一五三四年)やマウンダー極小期(一六四五～一七二〇年)に相当する古木年輪の炭素十四について測定を続けている。その内、奈良県の室生寺杉の測定結果を炭素十四年に換算して図３6)7)に示す。国際較正基準に比較すると三十年から五十年古く出ている。室生寺杉は山中ではあるが、比較的平地に近い場所である。

同様に、屋久杉年輪について比較した結果を図４7)8)9)に示す。二十年から三十年近く古く出ている傾向が明瞭に認められる。屋久杉の生育地は海岸から五キロメートル以上離れた標高千メートル付近に多い。

　(4)  四十年前の屋久杉年輪の炭素年代分析

日本における古木年輪の炭素年代を調べている内に、屋久杉年輪の炭素十四について、四十年も前に分析している論文にめぐり合った。木越邦彦氏の「大気中における14Ｃ濃度の経年変化」10)である。

この論文は、大気中の炭素十四濃度の長期変動を調査するのが目的であり、西暦一三七年から一八六六年までをカバーしている。そのため、年輪を二十年分づつにまとめて、ひとつの試料として分析を行っているが、長期間にわたって国際較正基準と比較するのには好適な資料である。
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分析精度も炭素年でプラスマイナス三十年程度で現行のＡＭＳ法に遜色ない。

まず注目すべき点は、四十年前の段階でカリフォルニアの杉セコイアとの比較を行っていたことである。図５に示す。
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炭素14年の地域差（BC6〜7世紀)�
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その結果によれば、ほぼ全期間にわたって、屋久杉の方が十パーミルすなわち一パーセントほど炭素十四比が低い。すなわち、屋久杉はカリフォルニアより八十年も炭素年が古いのである。さて、この屋久杉のデータを国際較正基準と比較して見よう。

グラフ化すると、長期間データのため差異が見難いので、屋久杉年輪の炭素年と国際較正基準年とを直接比較して表１に示す。

両者間の年数差も表中に示すが、ばらつきは多いものの、屋久杉年輪の炭素年国際較正基準年よりも平均で三十八年も古い。すなわち、時期によっては百年も差異が生じているのである。

歴博の専門家は、このようなデータを承知の上で、地域差は「年平均レベルでは非常に小さい」とか「弥生の年代に対する結論に影響をおよぼすことはありえない」11)と述べていたのであろうか。あるいは旧来の分析値など、誤差が大きくて使い物にならないと断定していたのであろうか。もしそうであるなら、資料の存在を示した上で見解を述べるべきであり、論文の引用さえしていないのは、問題の重要さから見て全くうなずけない。考古学関係者にはどうせ理解し得ない内容なので、省略したのだとすれば、何をかいわんやである。

(5) シベリアとチリの事例

StuiverとBraziunasは、シベリア(北緯六十七度)とチリ(南緯五十四度)の炭素十四をワシントン州(北緯四十八度)のデータと比較して図６のように示している12)。ワシントン州に較べると、シベリアにおいては炭素十四が〇・三パーセントほど高く、チリにおいては一パーセントほど低い傾向、すなわち炭素十四年に換算してシベリアでは二十四年新しく、チリでは八十年古い年代を示している。理論の予測する通りの地域差である。
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九州地方の弥生中期後期
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以上のように、炭素十四年については、筆者の懸念するミクロ的な地域差(海岸効果)の他に、マクロ的な地域差も確実に存在しているのである。それは、次項以降の大気中における炭酸ガスの流れについての考察からも十分に裏付けられる。

(6) 中国とエジプトの例

前論文にも示したが、中国においては歴史時代である春秋以降の墳墓から出土した木炭などの炭素十四年が国際較正基準と一致していない。その後のデータを含めて、表２に整理して示す。
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また、エジプト考古学においても、考古学者たちの見解に対して、炭素十四年が百年から三百年古く出ていて、まだ問題は解決されていない(13)。

以上、前論文を含めて示したデータは、ほとんど全て国際較正基準よりも古い炭素年を示しており、例外は高緯度のシベリアのみである。高緯度地が新しい年代を示すのも理論的な予測なのであるから、そこには単なる分析の偏りとか、誤差とかのレベルを越えた共通の原因が宿っていると考えなければならない。

しかも前論文で詳しく述べたように、弥生時代の炭素年の較正問題では、「二四〇〇年問題」があり、炭素十四年の差が数十年であっても、暦年の差としては数百年になってしまうことが有り得ることに十分留意しなければならないのである。

三　地上の炭酸ガスと炭素十四の分布比較

地球上における炭素十四比の分布を考える際に、最も類似しているのが炭酸ガスの分布や流れである。近年、地球温暖化に関連して、多くの研究が行われているので、それを参照して議論を進めてみた。

(1) 化石燃料による炭酸ガスの分布

現在大気中に存在する炭酸ガスは、炭素換算で七千五百億トンであり、炭酸ガスの平均濃度で言えば366ppm(一九九七年)である。

これに対して、化石燃料により毎年増加する炭素は六十億トンであり、計算上は毎年2.9ppmずつ炭酸ガスの濃度が上昇するはずである。しかし実際には、そのほぼ半分が海水に吸収されてしまうため、年間1.5ppmずつの増加にとどまっている。
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さて、化石燃料による炭酸ガスの増加は、その消費地域周辺に、炭酸ガス濃度の不均一分布をもたらす。事実、日本の都市近郊における炭酸ガス濃度を見ると、地球上の平均値よりも20ppmほど高い数値を示している例がいくつも見付かる14)。したがって、もしそれらの濃度分布や流れを、定量的に掌握できるならば、炭素十四分布の不均一性を評価するのにおおいに役立つ。

そのため、地球規模における炭酸ガスの分布から調べて見た。周知のように、化石燃料の消費は、北緯三十五度から五十度の地域に集中しているため、この地域の炭酸ガス濃度が高くなっていることが予想されるからである。

幸いなことに、炭酸ガス濃度分布を地球規模で調査解析した報告があった。清水保らによる「地球規模における大気中炭酸ガス濃度の時空間変動及び空間分布特性」である15)。論文中に示された一九九七年の一月、四月、八月、十月の炭酸ガス濃度分布によれば、化石燃料の多消費緯度帯で、炭酸ガス濃度が高くなっているのは確かであるが、季節ごとにその分布形態が大きく異なっている。その原因は、主として植物の光合成活動による炭酸ガスの消費である。すなわち、樹林帯の多い北半球では夏になると、光合成により多量の炭酸ガスを固定化するからである。そのことを考慮すると、化石燃料の影響だけを見るのであるならば、一月と四月の資料が適当であろう。図７に示す。

図７の一月と四月の資料を通じて、緯度間の炭酸ガス濃度分布をマクロに示すなら、次のようになっている。

南緯四十度以南

361ppm

南緯十度

362ppm

北緯十度

364ppm

北緯三十度

366ppm

北緯四十五度

368ppm

すなわち、化石燃料使用によって生じている地球規模の炭酸ガス濃度差は7ppmであり、相対的には二パーセントの差である。もし、これと同じように炭素十四においても二パーセントの差が生じたとするならば、炭素十四年に換算して百六十年の差となるので、決して無視し得る差ではない。

(2) 炭素十四の生成吸収による不均一分布

この7ppmすなわち二パーセントの濃度差は、大気中の炭素七千五百億トンに対する化石燃料の炭素六十億トンの増加(〇・八パーセントの増加)に起因している。このことを、炭素十四の収支と比較してみよう。

大気中の炭素十四量は約七百キログラムであるが、海水中の炭素十四等を含めると、地球上には三十八トンの炭素十四が存在している。したがって、炭素十四の半減期を五七三〇年とすれば(崩壊率は年〇・〇一二一パーセントとなり)、大気中で八十五グラム、地球全体で四・六キログラムの炭素十四が毎年崩壊により減少していることになる。

一方、宇宙線によって生成される炭素十四も、地球全体で平均的に崩壊する量とバランスしている(と考えられている)ので、毎年四・六キログラム程度である。

これを大気中の炭素十四比のバランスで示すと、

新規生成＝大気中の崩壊＋海水中へ吸収後の崩壊

となるので、大気中の年間崩壊を単位として測ると、新規生成は五十四年分、海水中へ吸収後の崩壊は五十三年分となる。

したがって、炭素十四の海水による吸収も宇宙線による生成も共に約四・五キログラム程度であり、しかも両者の効果は逆方向なので加算され出入りで約九キログラムとなり、大気中の炭素十四量七百キログラムに対して相対的には一・三パーセントの動きとなる。この比率は、化石燃料による炭酸ガスの増加比率の〇・八パーセントよりも大きな値であり、類推するならば、大気中の炭素十四分布にも二パーセント以上の差、すなわち炭素十四年で言えば百年単位での差が生ずる可能性があることを意味している。

もちろん、海水吸収や宇宙線生成の特定地域への集中状況は、化石燃料と異なる面もある。しかし、良く検討してみると実は非常に良く似ているのである。

ここで言う「海水による炭素十四の吸収効果」とは、海水が炭素十四を選択的に吸収するという意味であるが、実際の過程は、炭素十四比率の低い海水中の炭酸ガスが大気に放出されることによって進行している現象である。海水中で炭素十四比が小さいのは、大気中に比べ滞留期間が著しく長く、その間に崩壊が進んでしまうためであり、深海では十パーセント、表層海水でも五パーセント少なく、炭素十四年に換算すると各々八百年、四百年も古い。

それでは、この海水吸収効果が何時どこで盛んに行われているかを検討してみよう。

一般的に言えば、陸地では吸収効果はないので、海洋面積の多い南半球で吸収が盛んなのは間違いない。それに加え、大気と海水の間の炭酸ガス交換は、「低温海水域で海水が炭酸ガスを吸収し、高温水域で炭酸ガスを放出する形式」であり、しかも炭酸ガスの交換反応が低温水域では遅いことを考慮すると、実質的な吸収反応の大部分は暖かい低緯度圏で行われていると見做せる。

一方、炭素十四の供給域は前論文でも述べたように南北の高緯度圏にあり、この効果は海水効果と正反対である。したがって北半球に限れば、炭素十四の吸収地域は北緯三十度以下、供給域は北緯五十度以上と見做して大過ないであろう。以上を綜合すると、化石燃料の場合と炭素十四生成と吸収地域の関係はかなり類似している。

このことから言えば、北半球の地球規模の炭素十四比の分布にも二パーセント程度の地域差は予想しなければならない。図５で示したようにシベリアとチリでは一・三パーセント程度、すなわち百年程度の分布差があったこともその証左と考えられるのである。

更に言えば、赤道面における炭素十四比は、おそらくチリと同程度か、あるいはチリよりも更に古い可能性があり、それに基づけば、北半球における炭素十四比の分布も一パーセント以上の差があっても不思議ではない。

(3) 局所的な分布の不均一

炭素十四比の分布については、地球規模におけるマクロな分布の他に、局所的な不均一が有り得る。それは、地球規模における炭酸ガス分布差が7ppm程度であったとしても、化石燃料の多消費地帯であるヨーロッパや日本では20ppm程度の差異を生じていることからも容易に判るであろう。

すなわち、限定した地域あるいは時期に、海水との炭酸ガス交換が強い場所があると、局所的に大きな差異を生ずる。筆者の言う海岸効果もそのようなミクロな地域差を意味している。その意味で、日本近辺の大気と海水の間の炭酸ガス交換が、何時どこで活発に行われているか調べて見よう。

日本近辺における海水面での炭酸ガス収支については、気象庁ホームページの「二酸化炭素の放出域と吸収域」16)が良い資料を提供している。その資料によれば、日本付近の海面においては、一般的に海水が炭酸ガスを吸収する側であり、例外的に海水から大気へ炭酸ガスを放出するのは、春から夏にかけての九州など日本の南西地域だけである。

このことは、九州等の海岸近くで、春から夏にかけて、炭素十四比が大きく下がることを示唆している。いわば、大都市の化石燃料消費地域に匹敵するかのように、九州の海岸地域でも分布に差が生ずると考えられるのである。しかも、これらのミクロ的な分布差は、平面的な広がりよりも、大気の鉛直方向の分布に大きな影響をあたえる。

(4)  炭素十四の鉛直分布

前論文では、大気垂直方向の炭素十四比の分布について、｢大気中核実験による炭素十四の地上濃度が最大になるのに二年を要した｣ことから、大気鉛直方向の炭素十四分布について、簡単な拡散計算を行い、海面直上では平均に比較して約百年古くなることを示した。

ここでは、その計算結果について若干補強しておきたい。資料としては中村俊夫氏らの「日本上空の成層圏大気中二酸化炭素の14Ｃ濃度鉛直分布」17)しか入手していないが、その報告の中から大気中の高度別の炭素十四比の平均値を読み取ると次のようになっている。基準は核実験開始以前の炭酸ガス濃度である。

地上　　


一一・九パーセント増

相馬上空(一四〇〇ｍ) 
一五・五パーセント増

名古屋上空(八八〇〇ｍ) 
一九・七パーセント増

かなりバラツキの大きなデータであるが、地上に較べると相馬上空では三・六パーセント、名古屋上空では七・八パーセントも濃度が高くなっている。標高千メートル当り一～二パーセントの差すなわち八十年から百六十年の差を示しており、標高の高い地域と海岸で差異が生ずる可能性を、これらのデータも示している。国際較正基準の算出に用いた古樹木は、高緯度圏の問題のほかに、高山地帯のデータが多いので、地表との高度差も考慮する必要があるのである。

したがって、鳥海神代杉、飯田市畑ノ沢木材、屋久杉、室生寺杉などで、国際較正基準と数十年の差異しかなくとも、これら内陸の高標高地のデータもまた九州の海岸地域を代表できるとは、直ちには言えないのである。

四　 おわりに

歴博は平成十六年から二十年の五年間にわたり、総額四億二千万円の「学術創成研究費」を得て、｢弥生農耕の起源と東アジア―炭素年代測定による高精度編年体系の構築―｣の研究を推進している。一般の科学研究補助金が古代史と考古学を合わせても年間四億五千万円程度なのと比較すれば、極めて重要視されている研究である。

その中で、中心課題となっているのが炭素十四年分析関係であることは研究題目の副題から判る。しかし、炭素十四年の較正には、いまだ解明されていない問題が残っている。

筆者が指摘しているのは、国際較正基準がそのまま特定地域に適用できるかの問題であるが、その他にも西田茂氏が提示した疑問、すなわち「土器付着炭化物では異常に古く出る」との指摘も、いったんは「リザーバー問題」として解決を見たかに思われたが、その後の展開は、歴博の分析でもリザーバー効果とは見做せないとの資料が出てきて、逆戻りしてしまっている18)。

そのような状況にありながら、歴博は自らの主張してきたことにのみ重点をおいて、研究を推進しているように見受ける。炭素十四年に関する専門家も参与しているプロジェクトである。すくなくともこれらの問題提起に対して、何らかの説明あるいは対応が必要だと考える。

特に、本稿の図１で示した矛盾は、見解の相違のレベルの問題ではなく、歴博が自ら解決すべき基本的な問題である。これを部外から指摘されたことさえ、歴博にとっては反省すべきことなのに、未だ放置あるいは無視していて、明白な説明を与えないでいることは、はなはだ遺憾である。

もちろん歴博がいま進めている日本の樹木による較正基準の作成は評価に値するが、この作業は図１の矛盾に対する回答には成り得ない。

以上のように、歴博の炭素十四による弥生年代遡上問題提起は、考古学面な面の研究を大きく進展させているが、肝心の炭素十四年の理化学的な問題については、いまだ解決すべき問題が山積しているのである。歴博には、これらの問題を解決しながら前に進む研究態度を望みたい。

(韓国国立慶尚大学　招聘教授)
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[追論]

前号特集「弥生稲作の開始年代」について

本稿脱稿後に、本誌一三四号に掲載された特集「弥生稲作の開始年代」を拝読した。三篇の論文のいずれにも、本稿と関連する内容が含まれているが、特に今村峯雄氏の「年代測定法はどこまで進んだか―プレシジョン・ディーテイングへの挑戦―」は、筆者が問題提起している「海岸効果」について、「資料」を提示した上で否定しているので、この機会に、この「資料」が逆に「海岸効果」を直接的に示す貴重な内容であることを追記しておきたい。

今村氏が紹介した「資料」は、金沢大学のグループが、能登半島海岸の松林の木材と、海岸から十キロメートルの石川県山岳地帯梺の森林の木材の炭素十四濃度を比較したものである。説明の都合上、今村氏の図14をそのまま引用させて頂き示す(Y.Yamada et al. “Temporal Variation of Carbon-14 Concentration in Tree-ring Cellulose for the Recent 50 Years”, Journal of Nuclear and Radiochemical Sciences, 6, No.2, 2005年)。

今村氏は、図14について、(大気中の核実験の影響によって)「一九七〇年頃は、大気中の炭素十四濃度が最も高い時期であったので、もし海洋の影響があれば、海岸に近い能登のデータが海洋の影響を受けて低くなるはずであるが、データからはその影響が全くみられない」と述べている。ところが、この一九七〇年は、図から読み取ると海岸に近い能登のデータの⊿炭素十四が四パーセント(四十パーミル)ほど、すなわち三二〇年ほど古くでていて、記述に合わない。おそらく一九七○年頃との表記は、一九六四年頃の誤りであろう。

さて問題は、この一九六四年頃のデータによって「海岸効果」を議論できるか否かである。それは、この時期の炭素十四が、各地で行われた核実験の影響で、時期的にも地域的にも、極めてバラツキが大きく、炭素年の差を議論するには、全く相応しくない時期だということである。例えば、同時期の中央ヨーロッパの⊿炭素十四は一〇〇〇パーミルを越えていて、日本の八〇〇パーミル程度との間に二〇〇パーミルの差(炭素年に換算すれば一〇〇〇年以上の差)があるばかりでなく、付表に示すように、日本国内の年輪試料による各年度の⊿炭素十四も大きくばらついている。

[image: image10.emf]付表　核実験による⊿炭素14(パーミル)の変化
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1) 関口博昭「木材年輪中放射性炭素についての実験研究」

 山形大理学研究科修士論文、2001

2)　増田公明「放射性炭素と過去の太陽活動」

 名大地球環境研究所、Newsletter 21,2000

3) 加藤大岳「年輪中14Ｃ濃度測定によるシュペーラー極小期

 の太陽活動研究」『名大宇宙線研究室記事』42(1)、2001

それよりも、今村氏が提示した「資料」が重要な意味を持つのは、核実験の盛行する前の、すなわち一九四五年から一九五五年までの七年間のデータである。この七年間、海岸に近い能登のデータの方が常に三パーセント(三十パーミル)ほど低いのである。一パーセントの差が炭素年で八〇年の差になることから換算すれば、「海岸の方が常に二四〇年」古くでていたということである。いわば、「海岸効果」説の決定的な実証資料なのである。いずれ、このような実証資料が出てくると期待していたが、はからずも、今村氏がもたらしてくれたわけである。
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ついでに、もう一点触れておきたいのは、今村氏が「南北で差があるか」とサブタイトルをつけた中で、「北ほど炭素十四生成が大きいので、その影響が現れそうであるがデータからはその効果は観測されていない」と述べておられることである。これは事実に反する。

すなわち、本稿の二(5)の図６に示したように、シベリアとチリの例が存在しているのである。なお、南北差については、既に国際較正基準(Intcal04)においても、五七年の差を認めているのであるから、あたかも地域差がないように記述するのは、不適切だと考える。

その他、藤尾慎一郎氏の「九州～瀬戸内における弥生稲作の開始年代」、小林青樹氏の「弥生文化と東アジア像の転換」についても、触れたいことが多いが、本稿の趣旨と若干はずれるので割愛する。筆者の別論文「炭素14年較正問題の研究課題」『古代学研究』177(2007)と「鉛同位体比から見た弥生期の実年代に関する一試論」『考古学雑誌』91-3(2007)を参照して頂きたい。
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図７ 1997年の冬と春の炭酸ガス濃度分布
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図６　シベリア・ワシントン・チリの炭素14濃度(Stuiver など)
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図５　屋久杉とカリフォルニア杉の炭素14比の比較(木越邦彦)


      　　 (図中●が屋久杉、○がカリフォルニア杉のデータ)
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図2 広島市黄幡1号と飯田市畑ノ沢の木材の炭素14年比較
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図1 弥生中期・後期の九州の炭素年と暦年(歴博年代)の関係
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